
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
長野県 筑北村
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[261,331円]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [18.14人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [19.4%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [54.2%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの
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財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
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給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況
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将来負担の状況

類似団体平均

筑北村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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財政力指数：
　過疎化による人口の減少、高齢化（平成２１年度末36.38％）が一段と進んでいることに加え、こ
れといった基幹産業もなく、税収等の自主財源に乏しい。その結果、類似団体の平均を下回って
いる。定員管理適正化計画に基づき合併後の適正な定員管理に努めるとともに、集中改革プラ
ンに基づく事務事業のより一層の効率化を進め、財政の健全化に向けて今後とも取り組んでい
く。

経常収支比率：
　定員適正化計画に基づく新規採用者の抑制を行ってきたことによる人件費の削減、公債費が
償還のピークを過ぎ減少したことに加え、普通交付税や臨時財政対策債など経常一般財源が増
えたことにより値は改善した。しかし、特別会計への繰出金が多額に上っていおり、経常経費を
押し上げている。国保会計、介護会計等への繰出、扶助費等は、今後も増えていく見込であるた
め、今後の経常一般財源の収入状況によっては悪化することも十分考えられる。したがって、引
き続き新規採用の抑制や地方債発行額の抑制などの可能な部分での経常経費節減に努めてい
く。

人口1人当たり人件費・物件費等決算額：
　合併後、新規採用の抑制による定員の適正化を図ってきたが、他の団体に比べ人件費が多い
ことが背景としてある。また、平成21年度は、経済対策臨時交付金などの事業を実施する中で、
物品等の購入経費が増大した。さらに情報通信、電算関係の委託費等の伸びが大きく（物件
費、維持補修費で前年比16.3％増）、類似団体の平均値を上回る結果となった。今後とも集中改
革プランの着実な実践によりコストの低減に努めていく。

ラスパイレス指数：
　類似団体、全国平均とほぼ同程度の数字となっている。勤務評定制度等一部試行し、完全実
施に向けて検討している段階であり、人件費の抑制に今後とも努めていく。

将来負担比率：
　これまで将来負担比率については、類似団体を上回る数値となっていたが、繰上償還を実施
し、地方債現在高が減少したこと、充当可能基金額が増加したことに加え、分母となる標準財政
規模が大きくなったことにより数値が改善した。今後とも繰上償還を実施するなど中長期的な観
点から将来負担の軽減を図っていく。

実質公債費比率：
　前年よりも２．２ポイント低下したが、類似団体の平均を上回り、依然として高い値で推移してい
る。これは、合併前の旧村で借入れた地方債のピークの時期がこれまで続いていたことが要因
となっている。これまで補償金免除の繰上償還に加え、任意の繰上償還等実施してきた結果、単
年度の実質公債費比率は、１６．８％まで低下してきている。引き続き財政状況を考慮しながら、
可能な範囲で繰上償還を実施することと、投資事業の取捨選択を行い、地方債の発行額抑制に
努めることにより健全化に向けて今後とも取り組んでいく。

人口千人当たり職員数：
　類似団体平均値を上回っているのは、合併に伴い旧村の職員１３３名がそのまま引き継がれ
たたことが主要因となっている。定員適正化計画に基づき新規採用の抑制を図っており、平成２
２年度計画数値１２１名に対し、２２年４月１日現在、１１５名と計画値を上回っている。今後とも引
き続き定員適正化計画に沿って行い、平成２８年度には、職員数の目標を１００名としている。


